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石田デイサービスセンター 

「通所介護（デイサービス）」重要事項説明書 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（滋賀県指定 第２５７０７００２４１号） 

 

 

 

 

 

 

事業所の概要や提供するサービス内容等を次のとおり説明します。 

令和８年６月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が対

象となります。 
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１．事業者 

 （１）法人名      社会福祉法人  守山市社会福祉協議会 

 （２）法人所在地    滋賀県守山市下之郷三丁目２番５号 

 （３）電話番号     ０７７－５８３－２９２３ 

 （４）代表者名     会 長  川那辺 守雄 

 （５）設立年月     昭和４１年６月 30 日 

 

２．事業所の概要 

 （１）事業所の種類   通所介護事業所 

             

 （２）事業の目的    指定通所介護は、介護保険法令に従い、本人が有する 

能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むことが

できるように支援することを目的として、通所介護サー

ビスを提供します。 

 （３）事業所の名称   石田デイサービスセンター 

             滋賀県第２５７０７００２４１号 

 （４）事業所の所在地  滋賀県守山市石田町４２２番地 

 （５）電話番号     ０７７－５８５－５９５５ 

 （６）事業所長（管理者）氏名   井上 英人 

 （７）当事業所の運営方針 

    当通所介護事業所は、介護保険法令に従い本人が居宅において、その有する

能力に応じて、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援す

ることを目的として、必要な日常生活上の世話および機能訓練を行います。 

    通所介護事業の、適正な運営を確保するために人員および管理運営に関する

事項を定め、事業所の生活相談員または看護職員、介護職員等の従事者が、社

会的孤独感の解消および心身機能の維持並びに本人の家族の身体的・精神的負

担の軽減を図るため、要介護状態にある高齢者に対し、適正な通所介護を提供

します。 

    事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスと

の綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

    また、事業者または従事者は、通所介護サービスを提供するうえで知り得た

本人およびその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。

この守秘義務は通所介護サービスの終了後も継続します。 

 （８）開設年月日       平成１４年 ４月 １日 

 （９）通常の事業実施地域   守山市 

 （10）営業日および営業時間 

営業日 月曜日～日曜日（１２月２９日～１月３日を除く。） 

通常の受付時間 午前８時１５分～午後５時４５分 

サービス提供時間帯 午前９時１５分～午後４時２５分 

＊時間延長が必要な方については相談に応じます。

（17：30 まで） 
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（11）利用定員（1 日）    40 名 

  (12)  事業所が行っている他の業務 

    当事業所では、次の事業もあわせて実施しています。 

    ［旧介護予防通所介護相当サービス］   

平成 30 年４月１日指定 守山市 2570700241 

   

３．職員の配置状況 

   

当事業所では、本人に対して指定通所介護サービスおよび旧介護予防通所介護相

当サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

 

〈主な職員の配置状況〉＊職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職  種 常 勤 非常勤 合計 

１．管理者 １名（兼務）  １名 

２．生活相談員 ４名（兼務４名）  ４名 

３．看護職員     1 名 ８名 ９名 

４．機能訓練指導員 

（看護職員） 

 ９名（兼務８名） ９名 

５．調理員  4 名 ４名 

６．介護職員 10 名（兼務３名） ３名 13 名 

７．事務職員  ２名（兼任） ２名 

 

〈主な職種の職務内容〉 

職 種 勤 務 体 制 と 職 務 内 容 

１．生活相談員 本人の日常生活および生活支援の相談に応じます。 

２．看護職員 主に本人の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上

の介護・介助等も行います。 

３．機能訓練指導員 

（理学療法士・ 

看護職員兼任） 

本人の機能訓練を担当します。 

４．調理員 

 （調理師・栄養士） 

本人の給食調理を行います。 

５．介護職員 

（介護福祉士他） 

本人の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等

を行います。 
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４．当事業所が提供するサービス 

  当事業所では、本人に対して以下のサービスを提供します。 

（１）介護保険の給付対象となるサービス 

  以下のサービスについては、サービス利用料金のうち利用者の介護負担割合証

に記載された割合の額を利用者負担額としてご負担いただきます。 

  加算対象サービスについては本人ごとの選択制となります。利用するサービ

スの種類や実施日、実施内容等については、居宅サービス計画に沿い、事業所

と本人で協議したうえで通所介護計画に定めます。 

（２）サービスの概要 

① 共通的サービス                  

ア レクリエーション 趣味に合わせた創作物やレクリエーションを提供します。             

イ 健康チェック   看護師がバイタルチェックを行います。 

ウ 送迎       ご自宅から事業所へ送迎をします。 

② 加算対象サービス 

   以下のサービスは、介護報酬の加算対象となっています。 

ア 入浴介助加算（Ⅰ）利用者の状態に応じた入浴介助を行った場合に加算 

イ 個別機能訓練加算Ⅰロ 

 提供時間帯を通じ、理学療法士等を機能訓練指導員として配置し、利用者の居宅を訪問し

たうえで、個別機能訓練計画を作成、3 ヵ月に 1 回以上訪問し、計画の進捗状況の説明、

見直し等を行いながら適切な機能訓練を行った場合に加算 

類似の目標を持ち同様の訓練内容が設定された５人程度以下の利用者に対し機能訓練指

導員が直接訓練を行った場合に加算 

  ウ 若年性認知症利用者受入加算 初老期における認知症（40 歳以上 65 歳未満） によ

って要介護者となった方に対し、個別の担当者を定め、その職員を中心に利用者の特性や

ニーズに応じたサービスを提供した際に加算 

エ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）介護職員の総数に占める介護福祉士の割合

が 70％以上である 

オ 介護職員等処遇改善加算Ⅰロ 介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が利用者に対し指定通所介護サービスを

行った場合に加算 

カ 中重度ケア体制加算 看護職員または介護職員を常勤換算 2 以上確保し、要介護⒊4．

5 の利用者が 30%以上である場合に加算 

キ 認知症加算 看護職員または介護職員を 2 人以上配置した上で、認知症の利用者の占

める割合が 100 分の 20 以上、認知症介護の指導・実践等に係る専門的、実践的な研修等

を修了したものを 1 名以上配置している場合に加算 

ク 科学的介護推進体制加算 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を厚労省に

提出し、必要に応じてサービス計画を見直すなど必要な情報を活用していること。 

 （３）介護保険の給付対象とならないサービス 

   以下のサービスは、介護保険の給付対象外のサービスとなり、別紙のとおりの

金額となります。 

   〈サービスの概要〉 

① 介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービスの利用 
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介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービ

ス利用料金の全額が本人の負担となります。 

   ②食事の提供にかかる費用（給食費） 

 本人に提供する食事（おやつ含む）の材料費や調理等にかかる費用。 

    （当日 8 時 30 分までに連絡無くご利用がなかった場合も含む）     

③通常の事業実施地域以外への送迎 

     通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを

利用される場合 

   ④日常生活上必要となる諸費用実費 

     日常生活の購入代金等、本人の日常生活に要する費用で本人に負担いただ

くことが適当であるもの（おむつ等）にかかる実費を負担いただきます。 

   ⑤前号に掲げる他、指定通所介護の提供において、通常必要となるものにかか

る費用であって、本人に負担を求めることが適当と認められる費用 

    （複写物の交付、レクリエーション（講座）にかかる材料費等） 

   

 

 

 （４）利用料金の支払方法 

   重要事項説明書・別紙の料金・費用は、原則として１ヶ月ごとに計算し、ご請

求しますので、翌月１０日までに本人指定の口座から自動引き落としにて、お支

払い下さい。（１ヵ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数

に基づいて計算した金額とします。） 

 

 

 

 （５）利用の中止、変更、追加 

①利用予定日の前に、本人もしくはその家族の都合により、通所介護サービス

の利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することが

できます。 この場合には、原則として、サービスの実施日の前日までに事

業者に申し出てください。 

②サービス利用予定日の変更、追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によ

り、本人またはその家族等の希望する期間にサービスの提供ができない場合、

他の利用可能日を本人またはその家族等に提示して協議します。 

③ サービス利用日に本人の体調不良等の理由により、利用を中止した場合、事

業所は本人またはその家族等と協議の上、他のサービス提供日に余裕がある

場合は、利用を配慮するものとします。 
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５．苦情の受付について 

 （１）当事業所における苦情の受付 

   当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

    ○苦情受付窓口（担当者）井上 英人 

           電話番号 ０７７－５８５－５９５５ 

    ○受付時間  月曜日～日曜日  午前８時３０分～午後５時１５分 

          （１２月２９日～１月３日を除く） 

 

 （２）行政機関その他苦情受付機関 

守山市役所 

 介護保険課 

所在地  滋賀県守山市吉身二丁目５番 22 号 

電話番号 ０７７－５８２－１１２７ 

 

国民健康保険団体連合会 所在地  滋賀県大津市中央４丁目５番９号 

     （滋賀国保会館） 

電話番号 ０７７－５２２－２６５１（専用） 

ＦＡＸ  ０７７－５２２－２６２８（代） 

滋賀県運営適正化委員会 所在地  滋賀県草津市笠山七丁目八番１３８号 

     滋賀県立長寿社会福祉センター内 

電話番号 ０７７－５６７－００６５ 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

６．サービス提供における事業者の義務 

 当事業所では、本人に対してサービスを提供するにあたって、本人の生命、身体、

生活環境等の安全確保やプライバシーの保護などに配慮する義務を負います。当事業

所では、本人に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。   

（１） 本人の生命、身体、持参物の安全確保に配慮します。 

（２） 本人の体調、健康状態からみて必要な場合には、看護職員と連携の上、

本人またはその家族等から聴取、確認します。 

（３） 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、本人に対して、定期

的に避難、救助その他必要な訓練を行います。 

（４） 本人に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管するととも

に本人または代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

（５） 本人に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

但し、緊急事等やむを得ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きによ

り身体等を拘束する場合があります。 

（６） 本人のサービス提供時において、本人に病状の急変が生じた場合、その

他必要な場合には、速やかに主治医への連絡を行う等必要な措置を講じます。 

（７） 事業者およびサービス従事者は、サービスを提供するにあたって知り得

た本人またはその家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません

（守秘義務）。但し、本人に緊急な医療上の必要性がある場合は、医療機関等に本

人の心身等の情報を提供します。 

（８） サービス担当者会議など、本人に係る他の居宅介護支援事業者等との連

携を図るなど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意

を得た上で、本人またはその家族等の個人情報を用いることができるものとしま

す。 

（９） （虐待防止に関する事項） 

事業者は、本人の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するため次の措

置を講ずるものとします。 

①虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ 

とができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底を図ります。 

② 虐待防止のための指針の整備 

③ 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

（１０） （業務継続計画の策定等） 

① 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、本人に対し指定通所介護の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じるものとする。 

② 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施するものとします。 

③ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとします。 
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７．サービスの利用に関する留意事項 

 （１）施設・設備の使用上の注意 

   ①施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用してください。 

②故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設

備を壊したり、汚したりした場合には、本人の自己負担により原状に復して

いただくか、または相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

   ③当事業所の職員や他の現利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治

的活動、営利活動を行うことはできません。 

 

 （２）喫煙 

   敷地内禁煙です。 

 

８．損害賠償について 

 当事業所において、事業者の責任により本人に生じた損害については、事業者は速

やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

 

９．サービス利用を終了する場合  

 （１）下記の事項に該当する場合には、当事業所のサービスは終了します。 

 

① 本人が死亡した場合 

② 要介護認定または要支援認定により本人の心身の状況が自立または要

支援と判定された場合 

③ 事業者が解散した場合、破産した場合またはやむを得ない事由により事 

業所を閉鎖した場合 

④ 施設の滅失や重大な破損により、本人に対するサービスの提供が不可能

になった場合 

⑤ 当事業所が介護保険事業所の指定を取り消された場合または指定を辞

退した場合 

⑥ 本人から契約解除の申し入れがあった場合 

⑦ 事業者から契約解除を申し出た場合 

 

（２）本人またはその家族等からのサービス終了の申し出 

  本人またはその家族等からサービスの終了を申し出ることができます。その場合

には、サービス終了を希望する日の３日前までに文書でご提出下さい。 

 但し、以下の場合には、即時にサービスを終了することができます。  
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① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

③ 本人が入院された場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく「指定通所介護利用契

約書」に定める通所介護サービスを実施しない場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意または過失により本人の身体・財

物・信用等を傷つけ、または著しい不信行為、その他指定通所介護利用契

約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑦ 他の現利用者が本人の身体・財物・信用を傷つけた場合もしくは傷つけ

る恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

 （３）事業者からのサービス終了の申し出 

   以下の事項に該当する場合には、通所介護サービスの提供を終了させていただ

くことがあります。 

 

① 本人またはその家族等が、サービス開始時にその心身の状況および病歴

等の重要事項について、故意にこれを告げず、または不実の告知を行い、

その結果通所介護サービスの提供を継続しがたい重大な事情を生じさ

せた場合 

② 本人またはその家族等による、サービス利用料金の支払いが３ヶ月以上

遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 本人またはその家族等が、故意または重大な過失により事業者またはサ

ービス従事者もしくは他の現利用者等の生命・財物・信用を傷つけ、ま

たは著しい不信行為を行うことなどによって、通所介護サービスの提供

を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

 

 （４）終了に伴う援助 

   契約が終了する場合には、事業者は本人の心身の状況、置かれている環境等を

勘案し、必要な援助を行うよう努めます。 
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サービス提供時間　7時間以上8時間未満

1割負担 2割負担 3割負担

要介護１ 658単位 6,757円 676円 1,352円 2,028円

要介護２ 777単位 7,979円 798円 1,596円 2,394円

要介護３ 900単位 9,243円 925円 1,849円 2,773円

要介護４ 1023単位 10,506円 1,051円 2,102円 3,152円

要介護５ 1148単位 11,789円 1,179円 2,358円 3,537円

②（加算）

1割負担 2割負担 3割負担

入浴介助加算Ⅰ 40単位 1日 410円 41円 82円 123円

個別機能訓練加算Ⅰロ 76単位 1日 780円 78円 156円 234円

科学的介護推進体制加算 40単位 1月 410円 41円 82円 123円

中重度者ケア体制加算 45単位 1日 462円 47円 93円 139円

認知症加算 60単位 1日 616円 62円 124円 185円

若年性認知症受入加算 60単位 1日 616円 62円 124円 185円

サービス提供体制強化加算Ⅰ 22単位 1日 225円 23円 45円 68円

介護職員等処遇改善加算Ⅰロ
所定単位数の
12.0%加算

1月

1単位＝10.27円　　

加算の種類
単位数

利用料金
自己負担額

〇重要事項説明書（別紙）
１　サービス利用料金
（１）介護保険の給付対象となるサービス
下記の料金表のとおり、本人の要介護度に応じたサービス利用料金の介護負担割合証に
記載された割合の額となります。（サービスの利用料金は、本人の要介護度および所得
に応じて異なります。）
① 共通的サービス＜通常規模型通所介護＞

 
 

要介護度
単位数

利用料金
自己負担額
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③本人が要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の金額をお支払

いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険か

ら払い戻されます。（償還払い）また、居宅サービス計画が作成されていない場合

も償還払いとなります。償還払いとなる場合、本人が保険給付の申請を行うため

に必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 

④ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額にあわせて、本人

の負担額を変更します。 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

   以下のサービスは、利用料金の金額が本人の負担となります。 

   

〈サービスの概要と利用料金〉 

①介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービスの利用介護保険給付

の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利用料金の全

額が本人の負担となります。 

   ②食事の提供にかかる費用（給食費） 

 本人に提供する食事（おやつ含む）の材料費や調理等にかかる費用です。 

    料金：１回あたり ７５０円 

（8 時 30 分までに連絡無くご利用がなかった場合も含む）  

③通常の事業実施地域以外への送迎 

     通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを

利用される場合は、お住まいと当事業所との間の送迎費用として、下記料金

をいただきます。 

     ア 通常の事業実施地域境界から、１５km 未満      １００円 

     イ 通常の事業実施地域境界から、１５km～２０km 未満  ２００円 

     ウ 以降５㎞増すごとに                  １００円 

     エ タクシーを利用した場合は実費負担 

   ④日常生活上必要となる諸費用の実費請求 

     日常生活の購入代金等、本人の日常生活に要する費用で本人に負担いただ

くことが適当であるもの（おむつ等）にかかる実費を負担いただきます。 

   ⑤前号に掲げるものの他、指定通所介護の提供において、通常必要となるもの

にかかる費用であって、本人に負担を求めることが適当と認められる費用 

    （複写物の交付、レクリエーション（講座）にかかる材料費等） 

   

２ その他 

経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更

することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、

変更を行う 1 ヶ月前までにご説明します。 

 

３ 第三者評価実施の有無 

   実施無し 
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令和    年    月    日 

 

 

 本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

 

事業所  所在地  守山市石田町４２２番地 

 

   電話番号  ５８５－５９５５ 

 

名称  石田デイサービスセンター 

 

 

説明者  氏名                     印 

 

 

 私は、本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け、同意し交付を受けまし

た。 

 本書を２通作成し、事業者、本人が署名捺印の上、各一通を保有するものとします。 

 

 

本人     住所 

 

 

       氏名                     印 

 

 

      （代理人）   住所 

 

 

氏名                     印 

 

 

 

 

 

＊この重要事項説明書は、滋賀県介護保険法に基づく指定居宅サービスの事業の従

事者ならびに設備および運営に関する基準等を定める条例（平成 25 年 3 月 29 日滋

賀県条例第 17号）の規定に基づき、利用申込者またはその家族等への重要事項説明

のために作成したものです。 

 


